
JUIDA登録更新講習機関運営支援サービス利用規約（第1版→第2版）新旧対照表

第1版 修正箇所（第2版）

前文 前文

第1条 総則 第1条 総則

第２条 定義

本規約中の用語の定義は以下のとおりとする。

「登録更新講習機関制度」・・国土交通省が航空法 132 条にて定

める国が発行する操縦技能証明を更新取得させるための講習機関

（制度）

「JUIDA登録更新講習機関運営支援サービス」・・国土交通省が

航空法 132 条で定める登録更新講習機関への登録または運営を支

援するサービス

「利用者」・・本サービスを利用する JUIDA認定スクール

「申請者」・・本サービス利用のための契約申請を行う JUIDA認

定スクール

「JUIDA認定スクール」・・JUIDAに申請し、JUIDAが承認した

団体で、JUIDAのカリキュラムに従って、ドローンの操縦技能及

び安全運航管理者の教育を行うスクール

「JUIDA登録更新講習機関向け集客支援サービス」・・利用者が

開催する更新講習に関する情報を、JUIDAが他の講習機関や他の

講習機関における受講生と卒業生、およびその他のJUIDA会員に

提供することにより、利用者の集客支援をはかるサービスのこと

追記 第２条 定義

本規約中の用語の定義は以下のとおりとする。

「登録更新講習機関制度」・・国土交通省が航空法 132 条にて定める国が

発行する操縦技能証明を更新取得させるための講習機関（制度）

「JUIDA登録更新講習機関運営支援サービス」・・国土交通省が航空法 132

条で定める登録更新講習機関への登録または運営を支援するサービス

「利用者」・・本サービスを利用する JUIDA認定スクール

「申請者」・・本サービス利用のための契約申請を行う JUIDA認定スクー

ル

「JUIDA認定スクール」・・JUIDAに申請し、JUIDAが承認した団体で、

JUIDAのカリキュラムに従って、ドローンの操縦技能及び安全運航管理者

の教育を行うスクール

「JUIDA登録更新講習機関向け集客支援サービス」・・利用者が開催する

更新講習に関する情報を、JUIDAが他の講習機関や他の講習機関における

受講生と卒業生、およびその他のJUIDA会員に提供することにより、利用

者の集客支援をはかるサービスのこと

「開校（国家ライセンスのみ）」・・・JUIDAの認定スクールとして、

JUIDAの提供する操縦技能講習及び安全運行管理講習の取扱いは休講する

が、本サービスについては利用可能とする開校ステータスをいう。

「JUIDA管理手数料」・・・2026年4月から開始する制度で、スクールを

「開校」ではなく、「開校（国家ライセンスのみ）」ステータスとする場

合において支払うスクール維持の為の管理手数料のことで、年間金10万円

（税抜）とする。ただし、この場合、認定スクール更新手数料は不要とす

る。
第3条 適用範囲 第3条 適用範囲

第4条 契約の成立 第4条 契約の成立

第5条 契約期間 第5条 契約期間

第6条 契約の更新

本契約は、その最初の契約期限日を迎えた後も、原則として更新

される。ただし、利用者は本契約が更新される日の1カ月前までに

JUIDAに対して本契約の解約申請を行うことができる。本契約の

解約申請を行う場合は JUIDA の定める手続きに従うものとする。

2.  更新後の本契約の有効期間は更新日から翌年３月末までとする

3.  本契約の解約申請が JUIDAによって受理された場合、または支

払期日までに更新費用が支払われなかった場合、本契約は失効す

るものとし、利用者は次条に掲げる利用者としての権利を失うも

のとする。

4.  前項に関わらず、利用者がやむを得ない事情により本サービス

の利用を継続できない場合、JUIDA の承認を得た上で休止とする

ことができる。休止中は第 13 条に定める年間利用料の支払は発生

しないものとする。休止中、利用者は登録更新講習機関としての

運営、及び更新講習等の実施はできないものとする。

追記 第6条 契約の更新

本契約は、その最初の契約期限日を迎えた後も、原則として更新される。

ただし、利用者は本契約が更新される日の1カ月前までに JUIDAに対して本

契約の解約申請を行うことができる。本契約の解約申請を行う場合は

JUIDA の定める手続きに従うものとする。

2.  更新後の本契約の有効期間は更新日から翌年３月末までとする

3.  本契約の解約申請が JUIDAによって受理された場合、または支払期日ま

でに更新費用が支払われなかった場合、本契約は失効するものとし、利用

者は次条に掲げる利用者としての権利を失うものとする。

4.  前項に関わらず、利用者がやむを得ない事情により本サービスの利用を

継続できない場合、JUIDA の承認を得た上で休止とすることができる。休

止中は第 13 条に定める年間利用料の支払は発生しないものとする。休止

中、利用者は登録更新講習機関としての運営、及び更新講習等の実施はで

きないものとする。

５．前３項、前4項にかかわらず、利用者がやむを得ない事情により認定ス

クールを「開校（国家ライセンスのみ）」ステータスに変更することも可

能とする。その場合、変更後においても、本サービスの継続利用を可能と

し、第13条に定める年間利用料の支払いを負担するものとする。

第7条 利用者の権利 。 第7条 利用者の権利

第8条 利用者の責務 第8条 利用者の責務

第9条
集客支援サービ

ス
第9条

集客支援サー

ビス

第10条 管理者等の設置 第10条
管理者等の設

置

第11条 営業実施場所 第11条 営業実施場所

第12条 競業避止 第12条 競業避止

第13条 年間利用料

利用者は第４条の規定に則り、本サービスの年間利用料として、JUIDAに対し

事務所１か所につき48万円（税別）を支払うものとする。ただし、サービス

提供開始時点（2025年7月）から2026年3月までの利用料に関しては、36万円

（税別）とする。
追記

修正
第13条 年間利用料

利用者は第４条の規定に則り、本サービスの年間利用料として、JUIDAに対し事務所１

か所につき48万円（税別）を支払うものとする。ただし、利用者が、別途JUIDAが提供

する「JUIDA国家ライセンススクール運営支援サービス」を利用している場合は、本

サービスの年間利用料は事務所１か所につき30万円（税別）とする。

第14条 秘密保持 第14条 秘密保持

第15条 知的財産権 第15条 知的財産権

第16条 免責 第16条 免責

第17条
反社会的勢力の

除外
第17条

反社会的勢力

の除外

第18条 解除 第18条 解除

第19条 解除の方法 第19条 解除の方法

第20条 損害賠償 第20条 損害賠償

第21条 譲渡禁止 第21条 譲渡禁止

第22条 協議解決 第22条 協議解決

第23条 業務の委託 第23条 業務の委託

第24条
準拠法・管轄裁

判所
第24条

準拠法・管轄

裁判所

第25条 規約の変更 第25条 規約の変更

第26条 個人情報の取扱 第26条
個人情報の取

扱

第27条 存続条項 第27条 存続条項

附則 附則

追記 改訂履歴 令和８年3月31日　第２版改訂

現行 修正案


